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[bookmark: _Toc42265658]１ 本管理運営基準の位置付け
本基本書は、甲賀市勤労青少年ホーム（以下「勤労青少年ホーム」という。）及び甲賀市共同福祉施設（以下「共同福祉施設」という。）の指定管理者が行う業務の内容及び履行にあたり要求する一定の水準を示すものである。

[bookmark: _Toc42265659]２ 基本方針
勤労青少年ホームは、勤労青少年（概ね４５歳未満の市内在住・在勤の勤労青少年）の健全な育成と福祉の向上を図ること。
共同福祉施設は、勤労者の福祉の増進と雇用管理の改善を図り、もって雇用の促進と職業の安定に資すること。

３ 施設の概要

	　
	勤労青少年ホーム
	共同福祉施設

	所在地
	甲賀市水口町北内貴１番地１
	 甲賀市水口町北内貴１番地１

	竣工時
	平成元年
	 平成２年

	面積
	延床面積：１，７１３．６９㎡
	 延床面積：５９３．１６㎡

	
	１階部分：１，３７３．４３㎡
	 　床面積：５９３．１６㎡

	
	２階部分：　　３４０．２６㎡
	　

	
	テニスコート：６８０．００㎡
	　

	構造等
	鉄筋コンクリート　２階建て
	鉄筋コンクリート造　平屋建て

	施設
	１階
	事務室
	 ３０．５㎡
	教養文化室
	 ２０４．３㎡

	
	
	会議室
	 ２７．９㎡
	研修室
	 ５６．０㎡

	　
	
	料理教室
	 ５９．２㎡
	視聴覚室
	 ４５．５㎡

	　
	
	軽運動室
	 ５６．０㎡
	健康相談室
	 ４２．０㎡

	　
	
	多目的ホール
	７６６．１㎡
	準備室
	 ８．７㎡

	　
	
	〃ステージ等
	１４７．９㎡
	職業相談室
	 １４．６㎡

	　
	
	更衣室
	 ２３．７㎡
	事務室
	 １９．６㎡

	　
	
	トイレ
	 ２２．６㎡
	物入
	 １６．６㎡

	　
	
	多目的トイレ
	   ９．８㎡
	給湯室
	 ４．３㎡

	　
	
	給湯室
	   ４．０㎡
	便所
	 ３６．９㎡

	　
	
	用務員室
	 １９．９㎡
	機械室
	 １６．０㎡

	　
	
	玄関・廊下等
	２０５．８㎡
	玄関・廊下他
	 １２８．６６㎡

	　
	２階
	音楽室
	 ６３．０㎡
	
	　

	　
	
	集会室
	 ３８．０㎡
	
	　

	　
	
	講習室
	 ５５．７㎡
	
	　

	　
	
	談話室
	 ３１．６㎡
	
	　

	　
	
	図書室
	 ５５．９㎡
	
	　

	　
	
	トイレ
	 ２８．０㎡
	
	　

	　
	
	玄関・廊下他
	 ６８．１㎡
	
	　

	　
	屋外・テニスコート
	６８０．０㎡
	
	　


１　その他、プロパン庫（１７．５㎡）薬品庫（８．２５㎡）がある。
２　共同福祉施設のうち、事務室（１９．６㎡）、物入（１６．６㎡）ほか他団体が入居
　　している範囲は管理運営の対象範囲外とする。
	
	駐車場

	駐車台数
	施設前駐車場（舗装）　９台分
第３駐車場　　　　　６４台分
第７駐車場　　　　　６０台分



[bookmark: _Toc42265661]４ 業務の基準
[bookmark: _Toc42265662]１）利用時間及び休館日
	
	 勤労青少年ホーム・共同福祉施設

	 営業時間
	 ９：００～２２：００

	 休館日
	・国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第３条に規定する休日
・１２月２８日から翌年１月４日まで


[bookmark: _Toc42265663]ただし、指定管理者は、あらかじめ市長の承認を得て、例規で規定する利用時間を変更し、又は休館日を変更し、若しくは臨時に休館日を定めることができる。
２）使用の許可
指定管理者は、勤労青少年ホームについては甲賀市勤労青少年ホーム条例及び甲賀市勤労青少年ホーム条例施行規則、共同福祉施設については甲賀市共同福祉施設条例及び甲賀市共同福祉施設条例施行規則の規定に従い、それぞれ利用の許可及び制限を行うことができる。
[bookmark: _Toc42265664]３）利用料
（１）利用料金制の導入
本事業は利用料金制を採用するものとし、利用料金収入は全て指定管理者の収入とする。
（２）利用料の設定
利用料金は、勤労青少年ホームについては甲賀市勤労青少年ホーム条例、共同福祉施設については甲賀市共同福祉施設条例の規定に従い、以下の金額を上限とし、市と指定管理者の協議において定めるものとする。
■利用料
【勤労青少年ホーム】
１　貸室
	施設名
	１時間当たり金額（円）

	
	市内
	市外

	会議室
	４００
	８００

	料理教室
	５００
	１，０００

	軽運動室
	４００
	８００

	音楽室
	５００
	１，０００

	集会室
	４００
	８００

	講習室
	５００
	１，０００

	談話室
	４００
	８００

	図書室
	４００
	８００


備考　１　「市内」とは、市内に在住、在勤者もしくは在学する者、市内に在住、在勤若
しくは在学する者が半数を超える団体又は市内に事業所、店舗その他の施設を
置く法人が利用する場合に適用し、「市外」とは、市内以外の場合に適用す
る。
　　　２　営利の目的をもって利用する場合の１時間当たりの使用料の額は、この表に定
める額の３倍に相当する額とする。
　　　３　前項の場合において、入場料その他これに類する金銭を徴収するときは、入場
料総収入額の１割に相当する額を使用料として徴収する。
　　　４　利用時間が１時間に満たない場合の使用料は、１時間をみなした額とし、利用
時間を延長する場合も同様とする。なお、利用時間は、本来の利用目的に要す
る時間のほか、準備及び後始末に要する時間を含めたものとする。
２　体育館
	施設名
	区分
	１時間当たり金額（円）

	
	
	市内
	市外

	多目的ホール
	１面
	１，２００
	２，４００

	
	１／２面
	６００
	１，２００

	冷暖房設備
	－
	６００


備考　１　「市内」とは、市内に在住、在勤者もしくは在学する者、市内に在住、在勤若
しくは在学する者が半数を超える団体又は市内に事業所、店舗その他の施設を
置く法人が利用する場合に適用し、「市外」とは、市内以外の場合に適用す
る。
　　　２　営利の目的をもって利用する場合の１時間当たりの使用料の額（冷暖房設備は
除く。）は、この表に定める額の３倍に相当する額とする。
　　　３　前項の場合において、入場料その他これに類する金銭を徴収するときは、入場
料総収入額の１割に相当する額を使用料として徴収する。
　　　４　利用時間が１時間に満たない場合の使用料は、１時間をみなした額とし、利用
時間を延長する場合も同様とする。なお、利用時間は、本来の利用目的に要す
る時間のほか、準備及び後始末に要する時間を含めたものとする。
３　テニスコート
	施設名
	区分
	１時間当たり金額（円）

	
	
	市内
	市外

	人工芝コート
	平日
	６００
	１，２００

	
	土・日・祝日
	８００
	１，６００

	照明器具
	－
	４００


備考　１　「市内」とは、市内に在住、在勤者もしくは在学する者、市内に在住、在勤若しくは在学する者が半数を超える団体又は市内に事業所、店舗その他の施設を置く法人が利用する場合に適用し、「市外」とは、市内以外の場合に適用する。
　　　２　営利の目的をもって利用する場合の１時間当たりの使用料の額（照明設備は除
く。）は、この表に定める額の３倍に相当する額とする。
　　　３　前項の場合において、入場料その他これに類する金銭を徴収するときは、入場
料総収入額の１割に相当する額を使用料として徴収する。
　　　４　利用時間が１時間に満たない場合の使用料は、１時間をみなした額とし、利用
時間を延長する場合も同様とする。なお、利用時間は、本来の利用目的に要す
る時間のほか、準備及び後始末に要する時間を含めたものとする。
【共同福祉施設】
	施設名
	１時間当たり金額（円）

	
	市内
	市外

	教養文化室
	１,２００
	２，４００

	研修室
	４００
	８００

	視聴覚室
	４００
	８００


備考　１　「市内」とは、市内に在住、在勤者もしくは在学する者、市内に在住、在勤若
しくは在学する者が半数を超える団体又は市内に事業所、店舗その他の施設を置
く法人が利用する場合に適用し、「市外」とは、市内以外の場合に適用する。
　　　２　営利の目的をもって利用する場合の１時間当たりの使用料の額は、この表に定
める額の３倍に相当する額とする。
　　　３　前項の場合において、入場料その他これに類する金銭を徴収するときは、入場
料総収入額の１割に相当する額を使用料として徴収する。
　　　４　利用時間が１時間に満たない場合の使用料は、１時間をみなした額とし、利用
時間を延長する場合も同様とする。なお、利用時間は、本来の利用目的に要する
時間のほか、準備及び後始末に要する時間を含めたものとする。
[bookmark: _Toc42265665]４）減免規定
減免に関する事項は、市と指定管理者の協議において定めるものとする。
[bookmark: _Toc42265666]５）その他の留意事項
（１）災害対応
体制の構築
台風、大雨その他震災等の災害に対しては、気象情報等を常に把握した上で、事前に必要な対策を講じること。また、警報等が発令される、又は発令されることが予想される場合には、速やかに「警戒態勢」をとり、甲賀市産業経済部商工労政課との円滑かつ確実な連絡体制をとること。
被害状況等の報告
指定管理者は、前述の警戒態勢をとったときから必要と認められる都度、甲賀市産業経済部商工労政課に対して被害状況等を報告すること。
応急措置等
指定管理者は、上記災害により被害が発生した場合、速やかに必要な応急措置を執ること。
（２）個人情報の保護
指定管理者は、業務上知り得た個人情報を目的外に使用し、又は第三者へ漏らしてはならない。また、個人情報の管理について「個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）」を遵守し、適正な管理を行い、遺漏、紛失、棄損等のないよう必要な措置を講じなければならない。
（３）守秘義務の遵守
指定管理者は、業務上知り得た秘密について、指定期間終了後も含め、第三者へ漏らしてはならない。

[bookmark: _Toc42265667]５ 関係法令の遵守
指定管理者は、本事業を実施するにあたっては、本管理運営基準書のほか、関係する
法令等を遵守すること。
　（１）地方自治法
（２）建築基準法
（３）建設業法
（４）都市計画法
（５）労働基準法
（６）労働安全衛生法
（７）電気事業法
（８）水道法
（９）下水道法
（10）水質汚濁防止法
（11）消防法
（12）廃棄物の処理及び清掃に関する法律
（13）個人情報の保護に関する法律
（14）資源の有効な利用の促進に関する法律
（15）エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律
（16）建築物における衛生的環境の確保に関する法律
（17）身体障害者福祉法
（18）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律
（19）甲賀市勤労青少年ホーム条例
（20）甲賀市共同福祉施設条例
（21）甲賀市下水道条例
（22）甲賀市公共下水道使用料条例
（23）甲賀市廃棄物の処理及び清掃に関する条例
（24）その他の関連法規等
なお、上記に関する全ての関連施行令・規則等についても含むものとし、また本業務を行うにあたり必要とされるその他の条例及び関係法令等についても遵守すること。
また、法令等により資格を必要とする業務の場合は、各有資格者を選任すること。
[bookmark: _Toc42265668]６ 指定管理者が行う業務の範囲
指定管理者は以下の業務を行うものとする。
[bookmark: _Toc42265669]１）本施設の運営に関する業務
１ 施設貸出・受付業務
２ 展示業務
３ 備品等貸出業務
４ 広報宣伝業務
５ 提案事業
[bookmark: _Toc42265670]２）本施設の維持管理に関する業務
１ 建築物保守管理業務
２ 建築設備保守管理業務
３ 備品等保守管理業務
４ 駐車場保守管理業務
５ 清掃業務
６ 外構保守管理業務
７ 植栽管理業務
８ 警備業務
９ 廃棄物処理業務

[bookmark: _Toc42265671]７ 本施設の運営に関する業務
[bookmark: _Toc42265672]１）一般事項
指定管理者は、本施設の運営業務を実施するにあたり、主に以下の点に留意した上で、適切な業務の実施に努めること。
１ 利用者への接遇に際しては、常に公平かつ公正な対応に努めること。
２ 利用者への接遇に際しては、常に相手の立場に立った視点に基づき対応する こと。
３ 利用者の要望や苦情等を積極的に収集し、本業務の質の向上への反映に努めること。
[bookmark: _Toc42265673]２）施設貸出・受付業務
主に以下の点に留意した上で、適切な利用の予約（以下「予約」という。）の貸出・受付業務を実施すること。
１ 予約受付の際には、利用しようとする者に関する必要な情報（代表者、人数、利用日等）を正確に把握し、予約台帳等において適正に管理すること。
２ 予約は、インターネット等を利用した円滑かつ確実な方法をとること。
３ 予約のキャンセルや本施設の実際の利用にあたり、利用希望者との間で可能な限り疑義が生じることのないよう、必要な情報の提供を正確に行うこと。
４ 本施設を利用しようとする者に関しては、使用期日の前日までに規定の申請書の提出を受けるものとする。指定管理者は当該申請書の内容を審査し、支障がないと認めたときには、規定の承認書を利用しようとする者に対して交付するものとする。
５ 利用しようとする者に対する指定管理者の承認は、特別の理由がある場合以外は申し込み順によるものとする。
６ 予約状況等に疑問及び不明な点等があった場合は、必要に応じて利用予定者に対して確認を行う等、適切な対応を実施し、無断キャンセル等の防止に努め、本施設の有効活用に努めること。
[bookmark: _Toc42265674]３）展示業務
指定管理者は、本施設において定常的に展示サービスを提供し、利用者への接客を積極的に行い、利用者の啓発に努めること。また、事業評価の結果や利用ニーズ等を踏まえ、広報、接客、事業活動等を通じて積極的に利用者の増加に努めること。
指定期間中は、現状の展示物を常設展示として予定しているが、常設展示の展示替え・企画展示の開催について、指定管理者は積極的な提案を行い、市と協議の上、展示サービス、利用者満足向上のためのサービス提供を行うこと。
展示物については、適宜、簡易清掃を行い、美観の向上に努め、また機械機器等の展示物については適切な点検・保守・修繕を行うこと。
[bookmark: _Toc42265675]４）備品等貸出業務
指定管理者は、本施設の利用上に必要な備品を利用者に貸し出すこと。
[bookmark: _Toc42265676]５）広報宣伝業務
本施設が公の施設として広く利用者に利用していただけるよう、インターネットやマスコミ及び地域の情報紙などを活用し、本施設の情報を発信する等、適切な広報宣伝業務を実施すること。
[bookmark: _Toc42265677]６）提案事業
指定管理者は、施設の設置目的を効果的に達成するため、提案事業を実施することができる。提案事業を実施するに際しては、あらかじめ市と協議の上、承認を得ること。
提案事業の実施に際しては、指定管理者は本施設を無償で利用することができる。提案事業で得た収入は、当該提案事業経費又は指定管理経費に充てるものとする。なお、特に本施設の設置目的等にふさわしくないと認められる内容の事業提案については、市が当該事業の実施を認めないことがある。

[bookmark: _Toc42265679]８ 本施設の維持管理に関する業務
[bookmark: _Toc42265680]１）建築物保守管理業務
本施設の内・外部及び構造部分に関して、正常な機能を保持し、利用者が快適に使用することができるよう、主に以下の点に留意した上で、適切な建築物保守管理業務を実施すること。
１ 点検は高所等を除き、点検箇所になるべく近い位置から原則として目視及び指触等により行うものとする。
２ 浮き、ひび割れ等を発見し、落下、転倒などの恐れのあるものについては、直ちに立ち入り禁止や簡易な方法により使用上及び安全上支障のない程度に応急措置を講じ、市と協議の上、さらに適切な措置を執ること。
３ 劣化を発見した場合には、同様な劣化の発生が予想される箇所を想定し、特に注意して点検を行うこと。
４ 本施設の建物内外の通行等を妨げず、本施設の利用に支障をきたさないこと。
[bookmark: _Toc42265681]２）建築設備保守管理業務
本施設の建築設備（電気・機械・監視制御及び防災設備等）に関して、正常な機能を保持し、利用者が快適に使用することができるよう、以下に示す点に留意した上で、適切な建築設備保守管理業務として日常点検、定期点検、及び法定点検等を実施するものとする。
（１）運転・監視
各施設の用途等を考慮した上で、各建築設備を適正な操作に基づき、効率的に運転・監視を行う。各建築設備の運転中において、点検及び操作その他使用上の障害となるものがないよう点検を実施し、適切な対応をとること。
（２）法定点検
各建築設備に関して、関連法令の定めに従い、必要な法定点検を行うこと。
点検により、設備が正常に機能しないことが明らかな場合、適宜適切な対応（保守、修理、交換、調整等）を行うこと。
（３）定期点検
各建築設備が常に正常な機能を保持するために、設備系統ごとに定期的に必要な点検業務を計画的に行うこと。点検により、設備が正常に機能しないことが明らかな場合、適宜適切な対応（保守、修理、交換、調整等）を行うこと。
（４）劣化等への対応
劣化等が確認された場合、調査・診断・判定等を行い、必要に応じて適切な対応（保守、修理、交換、調整等）を行うこと。
[bookmark: _Toc42265682]３）備品等保守管理業務
利用者が本施設を常に快適に利用することができるよう、適切な備品等保守管理業務を実施すること。
1 物品の使用
　管理業務の実施に必要な市所有物品を指定管理者に無償で使用させるものとする。
2 物品の管理
　指定管理者は、使用する市所有物品について、善良な管理者の注意を持って管理にあたるよう、以下の事務を行うものとする。
（1） 市所有物品の数量、使用場所、使用状況等の把握
　　　　市所有物品の数量、使用場所、使用状況等を正確に把握すること。
（2） 物品取扱責任者の設置
　市所有物品の管理を適正に行うため、物品取扱責任者を設置すること。
（3） 報告義務
　市所有物品のうち、本来の用途に供することができないと認められる物が生じた場合、市に報告し、その指示があるまで当該物品を適正に保管すること。市所有物品について亡失又は損傷があった場合には、速やかに市に報告すること。
（4） 指定期間終了後の引渡し
　　　　指定管理者が使用した市所有物品については、指定期間終了日に、その数
　　　量及び状況等を市に報告し、返還すること。
[bookmark: _Toc42265683]４）駐車場保守管理業務
本施設の駐車場を常に快適に使用することができるよう、以下の点に留意した上で、適切な駐車場保守管理業務を実施すること。
１ 車両及び歩行者の安全を確保するよう、必要に応じて確実な車両誘導整理等を行うこと。
２ 常に駐車場が正常な機能を保持するよう、排水設備や照明設備等も含め、必要な点検・清掃を行い、必要に応じて補修・修繕等を行うこと。
３ 積雪の際には、速やかに必要な措置を執ること。
[bookmark: _Toc42265684]５）清掃業務
本施設が良好な衛生環境を保持し、利用者が快適に使用することができるよう、以下の点に留意した上で、日常清掃及び定期清掃等を清掃業務として実施すること。なお、客室の清掃に関しては客室業務の一部として実施すること。
また、本清掃業務には、害虫駆除業務等の環境衛生業務の内容も含まれるものとする。
１ 業務において使用する用具及び資材等は常に整理整頓に努め、特に人体に有害な薬品等を扱う場合には、関係法令に準拠した適切な管理を行うこと。
２ 清掃業務にあたる者は、勤務時間中は職務に相応しい身なりとすること。
３ 害虫駆除は建築物における衛生的環境の確保に関する法律に基づき作業すること。また、駆除作業は専門技術者の指導のもとに行うこと。
４ 業務に使用する資材、消耗品は、すべて品質保証のあるもの（JISマーク商品等）を用いること。
５ 本施設で発生した一般廃棄物及び不燃廃棄物は特定の箇所に適切に集積すること。
[bookmark: _Toc42265685]６）外構保守管理業務
本施設の外構に関して、正常な機能を保持し、利用者が快適に使用することができるよう、以下に示す点に留意した上で、適切な外構施設保守管理業務として日常点検、定期点検及び法定点検等を実施すること。
１ 外構施設を機能上、安全上また美観上、適切な状態に保持すること。
２ 部分劣化、破損等について必要に応じた調査・判定等を行い、適宜、補修・修繕を行うこと。なお、重大な破損、事故等が発生し緊急な対応が必要な場合は、適切な応急措置をとること。
[bookmark: _Toc42265686]７）植栽管理業務
本施設が良好な衛生環境を保持し、利用者が快適に使用することができるよう、以下の点に留意した上で、適切な植栽管理業務を実施すること。
１ 利用者の安全を確保するとともに景観面も考慮し、適切な時期・方法・回数等を検討して作業を行うこと。
２ 植物の良好な生育を保つため、病害虫防除や施肥など必要な作業を適切に行うこと。なお、作業にあたっては利用者の安全確保を考慮すること。
３ 枯損木や枯損枝は、早期発見に努めるとともに事故の原因となるようなものについては速やかに処理を行うこと。
[bookmark: _Toc42265687]８）保安警備業務
不審者の侵入等を防ぐ等、利用者が本施設を安全かつ快適に利用することができるよう、夜間の定期的巡回やその他機械警備等、適切な警備業務を実施すること。
[bookmark: _Toc42265688]９）環境衛生管理業務
本施設が良好な衛生環境を保持し、利用者が快適に使用することができるよう、以下の点に留意した上で、適切な廃棄物処理業務を実施すること。
１ 清掃業務において集積した廃棄物を本施設外に搬出し、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」等の関係法令等に準じて、許可業者との契約の上、適正に処理すること。
２ 空き缶、空き瓶等の資源廃棄物の処理にあたっては、リサイクルを行い、資源の再生化に努めること。
[bookmark: _Toc42265689][bookmark: _Toc42265690]９ 本施設の経営管理に関する業務
１）指定期間前準備業務及び基本協定の締結
指定管理者は、指定期間前の業務として以下の業務を行うこと。
１ 基本協定項目について市との協議及び基本協定の締結。
２ 現行の管理運営業務の実施者からの業務引継ぎ。
３ 施設の管理運営上必要な協議・届出等を行い、承認・許可等を得ること。
４ 配置する職員等の確保、職員研修。
５ その他指定管理業務を実施するための準備。
[bookmark: _Toc42265691]２）業務計画書及び収支計画書の作成
指定管理者は、毎年度、自らの行う業務を実施するに先立ち、年間業務計画書及び収支計画書を作成し、市長の承認を得ること。また、各年度中において当初の計画から変更等が生じる場合には、変更届を作成し、その内容を市長に提出し、予め承認を得ること。
[bookmark: _Toc42265692]３）各年度協定
指定管理者は、基本協定及び次年度事業計画書（案）等に基づき、市と次年度の各年度協定を締結することとする。各年度協定の協議内容、協議期間及び協定締結日等は、基本協定もしくは市との協議の上、決定するものとする。なお、各年度の協定項目は以下のとおりとする。
１ 経理に関する事項（指定管理委託料等）
２ その他業務実施上に必要とされる項目等
[bookmark: _Toc42265693]４）業務報告書の提出
指定管理者は、毎年度終了後、以下に示す事項を記載した業務報告書を作成し、速やかに甲賀市産業経済部商工労政課に提出しなければならない。
１ 管理運営業務の実施状況に関する事項
２ 施設の利用状況に関する事項
３ 管理運営に要する経費の支出状況および決算に関する事項
４ その他、別途市との協定等において定める事項
[bookmark: _Toc42265694]５）事業評価
指定管理者は、利用者アンケート等による第三者評価を行い、利用者の要望等を把握し、管理運営業務に反映させるよう努めるとともに、適宜、自己評価を実施することにより、自らの業務能力の向上を図るよう努めること。なお、事業評価の結果は甲賀市産業経済部商工労政課へ提出するものとし、具体的な頻度等については別途協議によるものとする。
また、市は、指定管理業務に関する定期評価及び随時評価を行うため、指定管理者は定期及び随時評価に関し、市の指示に従うものとする。なお、評価項目等の詳細は、協定にて定めることとする。
[bookmark: _Toc42265695]６）市からの要請への協力
指定管理者は、市が実施又は要請する業務（本施設の現状調査、行催事イベント等）の指示があった場合には、迅速かつ誠実な対応をとり、積極的に協力すること。
[bookmark: _Toc42265696]７）指定管理期間終了後の引継業務
指定管理者は、指定期間終了時に、次期指定管理者が円滑かつ支障なく本施設の業務を遂行できるよう、必要な引継ぎを行うこと。

[bookmark: _Toc42265697]10 その他の重要事項
[bookmark: _Toc42265698]１）光熱水費等
運営維持管理上必要となる電気、水道、ガス、下水道、電話料金等は、原則として指定管理者の負担とする。指定管理者は、これら光熱水費等の削減に努めるとともに、施設利用者の利便性の向上に努めなければならない。
２）公租公課
　　　　本協定及び本業務の実施に関連して生じる公租公課は、別段の定めがる場合を除
き、指定管理者の負担とする。
[bookmark: _Toc42265699]３）修繕
指定管理者は、対象施設の建築物、建築設備、什器、備品等の劣化、破損等の発見に努めるとともに、建築物、建築設備、什器、備品等が破損等により正常な機能を発揮できなくなった場合、もしくは正常な機能を発揮できない可能性が生じた場合、速やかに適切な対処に努めるとともに、甲賀市産業経済部商工労政課に報告を行ない、対処方法等に関し甲賀市産業経済部商工労政課と協議を行うこと。
修繕の実施に関しては、１件当たり、３０万円未満の修繕は指定管理者の負担とし、その金額が３０万円以上の修繕は市が負担することとする。ただし、指定管理者の責による劣化、破損等の修繕は、指定管理者の負担とする。
[bookmark: _Toc42265700]４）保険等
指定管理者は、利用者等の事故等に備えた損害賠償責任保険、市が所有する動産・不動産に対する保険等のうち、必要な保険に加入すること。
必要となる各種保険料は、市が支払う指定管理委託料に含まれるものとするが、保険等への加入行為・申請等は、指定管理者が行うものとする。なお、加入・申請にあたって、所有者の証明書類等が必要な場合は、市がこれを貸与・準備する。
[bookmark: _Toc42265701]５）再委託
指定管理者は、本書で規定する業務の全部を一括して、又は運営業務の全部を一括して、第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。
指定管理者は、業務の一部を委託しようとする場合は、業務計画書に委託内容等を記載すること。委託業者が決定した場合は、月業務報告書等により、請け負わせた者の商号又は名称その他必要な事項を報告すること。
[bookmark: _Toc42265702]６）自主事業
指定管理者は、指定管理業務の実施を妨げない範囲で自主事業を実施することができる。自主事業を実施しようとする場合は、予め自主事業に関する業務計画書を甲賀市産業経済部商工労政課に提出し、その承認を受けること。
自主事業を実施する場合は、指定管理者の責任において実施し、指定管理施設を使用する場合は、本施設管理条例に基づく使用許可又は甲賀市公有財産事務取扱規則に基づく行政財産の使用許可を受け、その使用料も指定管理者が負担すること。
[bookmark: _Toc42265703]７）その他
本書に記載のない状況、状態が発生した場合には、指定管理者は、甲賀市産業経済部商工労政課と協議の上、誠意をもって適切な対応、支援を心がけ、対処にあたること。
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